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１Ｅ０８ 

研究成果の普及を推進するイノベーションの相互作用を生み出す研究体制 

 
○入谷 京（東京農工大学），江藤 学（一橋大学），三沢 和彦（東京農工大学） 

 

 
1. 問題意識と目的 

産学連携の大型化の取り組みの１つに、大学と複数の企業・研究機関と連携し具体的な産業化を目指

す研究開発コンソーシアムの形成があげられる。研究開発を行うコンソーシアムの設計においては、通

常全体の目標に対し産学で関係する研究開発要素を集めて役割分担を行い、各要素は分担された個々目

標の達成を目指す。個々の研究開発成果の取得と、コンソーシアム内での情報交換を行う体制が用意さ

れる中で、学術研究レベルであっても、研究開発要素間において新たなイノベーションの誘発につなが

る協業が進むような仕組みを取り入れることは、企業との共同研究による守秘義務の関係などから容易

ではない。 

東京農工大学が拠点・エコシステム構築型の国プロジェクトである「研究成果展開事業 産学共創プ

ラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）」[1]において実施した「命をつなぐコンソーシアム」

[2]（以下、「農工大 OPERA」とする。）では、生命科学・獣医学・農学分野に設定した各テクノロジーの

イノベーションを企業との共同研究で進めていくのと並行して、研究分野においては光科学の最先端技

術を主骨格とし、各テクノロジーと領域横断的に組み合わせる学術的なインターフェース領域を設定し

た。主骨格とした「光科学の最先端技術」は、生体細胞内における生体関連分子の分布と動態を対象に、

その場で分子構造を同定しながら画像化する技術を実用化した「コヒーレントラマン顕微鏡」（以下「ラ

マン顕微鏡」という。）である。 

農工大 OPERA では、インターフェース領域においてラマン顕微鏡を開発している光検出技術の研究側

と利用する応用分野の研究側において、可視化するターゲット分子の検討や実際の測定を行い事例の収

集を試みた。その結果、ラマン顕微鏡の研究開発に明確なロードマップを作成できたことに加え、顕微

鏡の利用分野を拡大する上で本質的に重要な可視化ターゲット分子の検出限界を 2桁向上する技術開発

につながった。また、応用研究側にとっては、新たな生体情報を得ることになった。これは、異なる最

終ゴールを持つ複数のイノベーションが、一つのコア技術をリサーチツールとして活用するという構造

をとり予算が投入されることで、複数のイノベーションがコア技術に向き合い、社会科学的研究がその

技術間をつなぐ活動をすることで相互に歩み寄りが進み、互いの研究を補完する情報を与えることにな

ったためと考える。 

本研究では、具体的にこのラマン顕微鏡のイノベーションと他分野のイノベーションとの間の相互作

用とはどのように働き、相手側にどのような影響を与えたかを主題として、農工大 OPERAにおいて複数

のイノベーション間に相互作用が生まれたプロセスを分析し、そのメカニズムを Kline の連鎖モデル

[3]を拡張することにより説明した。異なるテクノロジー間で研究を補完的に進捗するイノベーション

の相互作用によって、計測技術である主骨格テクノロジーの普及に効果を与えるプロセスをイノベーシ

ョンモデルで明確にし、農工大 OPERA のコンソーシアム構成は研究成果の普及を推進する新たな研究体

制として有効であることを確かめた。 

  

2. 先行研究 

産官学の参加するコンソーシアムについて、コンソーシアムが有する構造と機能について、知的財産

マネジメントから参加組織の利害への影響を調べたもの[4]、NEDO が実施したプロジェクト評価のため

の企業への追跡調査を利用して、コンソーシアム型の国家プロジェクトを有効に機能させる研究開発体

制と参加企業のプロジェクト成果を考察した報告において、産学連携の場合はプロジェクト終了後も継

続される傾向はあるが、公的支援がないと連携が滞る傾向があり、国の積極的支援が必要だとしている

[5]。大学が取り組むコンソーシアム型産学連携においては、企業アンケートによる非競争領域と競争

領域の明確化と組織レベルのマネジメント体制・制度の整備が必要、とする報告がある[6][7]。コンソ

ーシアムを通した大型の研究プロジェクトでは、大学が企業との共創の場を構築するための知財マネジ

メントを中心とする報告が多い中、コンソーシアム内の非競争領域にあたる大学内の異なる研究活動に

生じた作用に着目した研究は見られない。 
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本研究は、基礎研究から実用化までシームレスにつなぐ研究活動が求められてきている大学の研究現

場に、異分野との研究補完により研究成果の普及を推進するメカニズムを明らかにする新しい視点の取

り組みといえる。 

 

3. 本研究の方法 

本研究では、最初に農工大 OPERA の仕組みと取り組まれていた内容を整理し、プロジェクト期間中に

行われた内容とそのプロセスを抽出する。そしてその内容をモデルに当てはめてイノベーションの進捗

過程を調べた。 

イノベーションモデルについては、単一の製品（イノベーション）に注目し、その製品の市場ニーズ

の把握から製品構想、設計、試作、市場投入のサイクルに並行した知識蓄積と研究開発が実施されると

いう Kline の連鎖モデル[3]を中心に、検討するイノベーションに新たな要素を加えたり、視点を変え

た発展系の提案が行われてきた。例えば、既存の文献調査から国レベルのイノベーションのモデルを検

討した報告[8]や開発プロセスに試作や関連技術の開発を盛り込んだモデルの報告[9]がある。 

 本研究では大学内で進めている複数のイノベーション間に起きた作用を評価するために、多くの研究

で基本モデルとして参照されている Klineの連鎖モデルを拡張して農工大 OPERAで行われたプロセスを

表現した。 
 
4. 農工大 OPERA の取り込み 

4.1 農工大 OPERAのコンソーシアムの設計 

図１に農工大 OPERAの概念図を示す。早期診断・予防

に直結する生命科学・農学・獣医学分野の６つのキーテ

クノロジーを学内から集結し、主骨格となるキーテクノ

ロジーには、異分野との親和性が極めて高い光科学分野

における先端的技術を位置づけた。主骨格の技術は、生

体細胞内における生体関連分子の分布と動態を対象に、

その場で分子構造を同定しながら画像化する技術を実

用化した「ラマン顕微鏡」である。 

光が分子と衝突したときに、入射光と異なる波長で散

乱するラマン散乱光には分子固有の情報が含まれるた

め、細胞の機能や分化・増殖を制御する信号分子の局在・

動態・相互作用を無標識・非侵襲で調べることができる。しかしながら、この信号は微弱であり、検出

感度の問題から、顕微鏡から見て応用分野となる生命科学・獣医学・農学分野（以下「応用分野」とい

う。）の研究において、ラマン顕微鏡の利用は限定的となっている。農工大 OPERAでは、応用分野にあた

る各キーテクノロジーの研究者が、ラマン顕微鏡による分子動態の無標識可視化という新しい研究手法

に触れ、自身の分野ではどのようなターゲット物質が可視化対象となるかを研究するインターフェース

領域を設定した。図 1においては、インターフェース領域は、無標識検出技術を中心とする同心円（オ

ープン領域と呼ぶ）と、無標識検出技術を取り囲む 6つキーテクノロジー（クローズ領域と呼ぶ）と接

触し交わる領域で表される。応用分野の研究では、国のプロジェクトの研究課題として行うことで、新

しいリサーチツールを使用するチャレンジに取り組みやすくなる。また、ラマン顕微鏡の研究者にとっ

ては利用頻度を増やし多くの事例を得る機会となった。 

 

4.2 テクノロジー間をつなぐ活動 

OPERA では大学等の経済学、社会学、心理学、倫理学等、人文・社会科学に係わる研究者が参画する

ことが要件となっており、農工大 OPERAでは研究開発段階か

らキーテクノロジーの国際標準化を目指した戦略を確立する

ための社会科学的研究を研究課題の１つとして組み入れた。

この研究課題では、早期診断・予防技術の研究において、ラ

マン顕微鏡を用いて研究成果を確認することが、研究上の「標

準手法」となることを目標に、この技術を普及する戦略を策

定する。そこでラマン顕微鏡への期待や、研究分野において

どのような成果の公表が望ましいかを応用分野となる各テク

 
図１：農工大 OPERA 

 
図 2：開発ロードマップ 
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ノロジーの担当者にインタビュー調査を行った。 

その結果、生体関連小分子の生体内の濃度局在を可視化する動態イメージ画像は各応用分野にあたる

個別テクノロジーの分野では例がなく、画像を取得しその成果を公表することは、新たな知見として動

態イメージ画像の需要が高まり、技術の普及につながると考える研究者が多いことが分かった。 

また、ラマン顕微鏡の測定限界濃度について検出性能向上のロードマップが完成し、性能段階におけ

る具体的な測定対象（ニーズ）の特定ができた（図 2）。この目標に従ってラマン顕微鏡の研究が進み、

OPREA 事業開始時から最小検出限界濃度を 2 桁下げることができ、市場化に向けた開発が進んだ。さら

に、インタビューにおいて検出ターゲットに関するディスカッションを行うことで、応用分野側にター

ゲット物質候補の検討を促し、具体的にラマン顕微鏡を使って生体サンプルの測定を試し、得られたイ

メージ画像またはラマンスペクトルの変動から対象分子の動態を示す事例を増やしていった。 

このように、農工大 OPERAではシナジー効果を最大に発揮する仕組みとして分野を横断するインター

フェース領域を設計し、かつ社会科学的研究がインターフェース領域でラマン顕微鏡の研究開発と応用

研究をつなぐ活動することで、異なるテクノロジー間の研究に補完的な情報を与えることになった。 

  

5. 連鎖モデルを使った解析 

5.1 Klineの連鎖モデルの多重化とイノベーションの歩み寄り 

 4.で示したように、農工大 OPERAでは、異なるテクノロジー間で研究を補完的に進捗するイノベーシ

ョンの相互作用が生まれた。そして特に主骨格テクノロジーであるラマン顕微鏡の普及に効果があった。

このプロセスを連鎖モデルを拡張して説明する。連鎖モデルは実用化プロセスが市場発見から市場投入

までの過程をたどる中で、必要に応じ既存知識を求め、それが不足する場合に研究開発を実施して新た

な知識を獲得するというプロセスを辿ることを示している（図３）。 

 農工大 OPERAに参加したキーテクノロジーにかかる研究は、それぞれが別のイノベーションのゴール

を持つ「研究」の役割を担っている（図４）。複数のイノベー

ションの「研究」は、農工大 OPERA で設計されたインターフ

ェース領域において、ラマン顕微鏡をリサーチツールとして

活用することを検討する。ここで、「ラマン顕微鏡」の研究

開発を行うイノベーションの「研究」と、応用分野のイノベ

ーションの「研究」が向きあう構造が発生する（（図 5(a)）。

前述の通り、インターフェース領域は、無標識検出技術とそ

れを取り囲む 6 つキーテクノロジーとが接触し交わる領域

だからである。しかし、向き合う当初は何ができるか不明の

ため、双方には距離がある。応用研究の研究者へのインタ 

ビューでも、自身の研究分野でラマン顕微技術を測定・評

価手法として適用した例がない、または名前を聞いたこと

があっても、ラマン顕微鏡の検出濃度が自身の研究対象と

比較して 1～3桁異なるため、評価手法として検討していな

かったとの答えが多かった。 

 ２つのイノベーションにおける「研究」において、顕微

鏡側はこの技術の有用性をより多くの研究現場に知っても

らうために、利用拡大し得られた結果を収集し公表につな

げる機会を欲している。一方、応用分野側は、主に使用す

る機器は電子顕微鏡や質量分析といった、破壊または状態

が静止している試料での検証を主としており、非侵襲で生体内の分子の局在や動態を直接観察できる機

器がないため、学術的興味があっても手を出せないでいた。農工大 OPERAはラマン顕微鏡技術の開発を

主要研究課題として取り上げており、さらに各研究課題に個別の研究費の配分が行われていた。応用分

野の研究者は配分された研究費で自身の研究環境を整えることができるのに加え、国プロに参加してい

ることから、自身の研究にラマン顕微鏡を使った成果の創出に貢献したいという責任感が生まれていた。 

 顕微鏡研究においては、課題とされた性能向上と応用研究の事例を受け入れるためにラマン顕微鏡の

増設や対応人員の確保などの環境が整備された。そして、社会科学研究による応用分野の研究者へイン

タビューでは、機器に求める検出濃度に対する要求や検出対象分子についての調査を行い、開発ロード

マップを策定することで、ラマン顕微鏡の市場化に対する明確な目標と指針を与えることになった。 

 
図４：コンソーシアム内の複数の 

イノベーション 

 
図３：連鎖モデル 
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(a)              (b)              (c) 

図５ インターフェース領域でのイノベーションの歩み寄り 

 

また、応用分野の研究者のラマン顕微鏡の試用について何が候補となるかを、それまでに得られたイ

メージ画像を交え議論し、双方の研究連携を促すことを行った（図 5（ｂ））。 

これらのアクションにより、インターフェース領域で 2つのイノベ―ションが「研究」を通し歩み寄っ

て距離を縮めていった（図 5（c））。農工大 OPERAでは 1つの研究と複数の応用研究が向き合うため、実

際の構成は多重化したものと考えられる。 

 

5.2 イノベーション間の相互作用 

 イノベーションモデルを使って、イノベーションの歩み寄りから異分野テクノロジーに対し相互に

支援が働く仕組みを、具体的な実行内容から検討する。 

応用研究側は、研究対象の試料を機器を使って分析する場合、プレパラートを機器向けに調整をし

ている。しかしながらラマン顕微鏡の検出感度は、応用分野の研究者が扱う試料の濃度と比較して 2-3

桁落ちる。そこで、顕微鏡研究側で得られていた低分子薬剤が生体内に浸透するイメージ像の情報

や、局所的に濃度の高い部分を狙うことができれば可能性はあると考えて生体試料内でラマン信号を

検出しやすい物質を選定し、対象とする分子の濃度を通常よりも 1－2桁濃い状態に調整を行うこと

や、より多くの代謝物が出せるように栄養分の過剰投与、全く新しいプレパラート形状を考案するな

ど、通常は行わない対応に取り組んだ。これはある意味相手側の要望に応えるために「ムリ（無理）」

をしている。顕微鏡側では、開発途中の性能において提供されたプレパラートでラマン信号をより強

く検出するためのベストな条件となるよう、試料個々に顕微鏡の光学系および測定パラメータの調整

を行い、都度軽微な機能改善を実施し、結果を応用研究の研究者に提供した。これも性能限界ギリギ

リの微弱信号を何とか検出しようとする、普段では行わない「ムリ（無理）」をしている（図 6(a)）。

図中の橙矢印は応用研究側が顕微鏡側に起こした内容であり、青矢印は顕微鏡研究側からの測定結果

の提供を示す。 

 

  （a）イノベーション間に生じる「作用」     (b)相互作用が生み出した効果（顕微鏡側） 

図 6 イノベーションの相互作用１ 

 

顕微鏡研究側では、応用研究側との協業により、当初期待していた様々な生体試料に対する事例およ

び測定のノウハウが蓄積され、OPERA 事業終了までに検出限界を 2桁下げる性能向上を行えた。また、

測定結果を自身の学会で紹介する成果の公表につながり、ラマン顕微鏡の普及に向けた開発が大きく
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前進した（図 6(b)③）。さらに、ラマン顕微鏡側においては、学会・論文でのイメージ画像を通し、化

粧品分野において低濃度薬剤の皮膚浸透試験の需要が生まれ、開発途中の仕様で共同研究先による測

定サービスの実用化が実現した。このように、公表から新たな需要を元に開発途中の仕様でサービス

の実用化につながったプロセスを図 6（ｂ）中の紫矢印で示す。（図 6(b)④）。  

応用研究側においては、まずはラマン顕微鏡を使うと何ができるのか、トライアルとして本来の研

究からは少し離れた視点で試料の提供を行っている。ラマン顕微鏡側が「ムリ」しながら測定した生

体内の薬剤や物質の分布を示すイメージ画像や、ラマンスペクトルの時間経過を追った変動の情報

は、応用研究分野の研究者にとってこれまでに得られることの無かった新しい情報・知見になり、自

身の研究への適用が検討されている。開発途中の仕様であっても、「使えるかもしれない」との考えに

なってきている（図 7(a)）。 

 農工大 OPERAのプロジェクト終了時までにラマン顕微鏡の性能は 2桁向上し、応用分野で求められ

ていた性能に近づき対象とできる分子等は広がってきている。実際に応用分野においての成果公表に

は至っていないが、応用研究側でもより具体的に自分たちの研究に反映させる検討が進んでいる。今

後はトライアルでは無くて、ラマン顕微鏡を使った結果を得たい試料を用いて測定を行い、その結果

を論文等への掲載または共同研究先への結果の展開が期待される。応用研究側の需要がある限り、こ

のパスは公的支援終了後も消えることは無いと考えられる。そしてこの時に得られた結果により応用

研究の個々のイノベーションが推進し、新たな付加価値もつ研究成果の市場への提供につながること

が期待される（図 7(b)）。 

(a)相互作用が生み出した効果（応用研究側） (b)今後期待される効果（仮説）(応用研究側)  
              図７ イノベーションの相互作用２ 

 
6. まとめ 

 農工大 OPERAでは、光科学の最先端テクノロジーを主骨格とし、生命科学・獣医学・農学分野に設定

した 6つのテクノロジーと領域横断的に組み合わせる設計を行ったことで、異なるテクノロジー間で研

究を補完的に進捗するイノベーションの相互作用が生まれ、特に主骨格テクノロジーの普及に効果があ

った。この相互作用は、異なる最終ゴールを持つ複数のプロジェクトが、一つのコア技術をリサーチツ

ールとして活用するという構造に予算が投入されたため、複数のイノベーションモデルが相互に歩み寄

り、通常の研究活動では行わない、それぞれの範疇を超えた「ムリ」をしてでも相手方の成果に貢献し

ようとする姿勢から生まれたものである。革新的イノベーションには「ムリ・ムダ・ムラ」が必要[10]

といわれる意見は大学の研究現場にも通じる内容だといえる。このようなコンソーシアムの設計は研究

成果の普及を推進する新たな研究体制として有効であると考えられる。 

 

7. 今後の展望 

 本報告では主骨格テクノロジーであるラマン顕微鏡への効果についてイノベーションモデルを使っ

て明確にできているが、今後応用分野のテクノロジーへの効果が、機器機能の改善を踏まえて予測した

とおりに進むのか、および応用分野間の波及効果について調査を進めることにしている。 
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